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流通・取引慣行と競争政策の在り方に関する研究会（第１回会合）議事概要 

平成２８年３月１４日 

公 正 取 引 委 員 会 

１ 日時 平成２８年２月２４日（水）１３時００分～１５時００分 

２ 場所 中央合同庁舎第６号館Ｂ棟１１階官房第２会議室 

３ 出席者 

（研究会委員） 

座 長 土井 教之 関西学院大学名誉教授 

イノベーション研究センター客員研究員 

技術革新と寡占競争政策研究センター客員研究員 

会 員 川濱 昇 京都大学大学院法学研究科教授 

滝澤 紗矢子 東北大学大学院法学研究科准教授 

武田 邦宣 大阪大学大学院法学研究科教授 

中尾 雄一 パナソニック株式会社アプライアンス社日本地域コン

シューマーマーケティング部門コンシューマーマーケ

ティングジャパン本部法務部法務課課長 

中村 美華 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス法務部法務シ

ニアオフィサー 

丸山 正博 明治学院大学経済学部教授 

丸山 雅祥 神戸大学大学院経営学研究科教授 

三村 優美子 青山学院大学経営学部教授 

渡邉 新矢 外国法共同事業ジョーンズ・デイ法律事務所 弁護士 

（事務局） 

公正取引委員会事務総局 原経済取引局取引部長，石谷官房参事官， 

岡田経済取引局取引部取引企画課課長補佐 

４ 会議次第 

（１）開会 

（２）公正取引委員会事務総局経済取引局取引部長挨拶 

（３）研究会の運営について 

（４）いわゆるセーフ・ハーバーに関する基準等について 

（５）閉会 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部取引企画課 

電話 ０３－３５８１－３３７１（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp 
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５ 議事概要 

（１）冒頭，経済取引局取引部長から挨拶があり，併せて，経済取引局取引部長から

の依頼に基づき，土井会員が座長に就任した。 

 

（２）事務局から，説明資料（配布資料３）に基づき説明があり，次に，中尾会員か

ら，同会員が提出した資料（配布資料４及び５）に基づき説明があり，その後，

議論を行った。 

各委員から出された主な意見の概要は次のとおり。 

 

セーフ・ハーバーの基準として市場シェアや順位を採用すること等について 

 

【各会員からの意見】 

○ 企業結合ガイドラインでは，ＨＨＩがセーフ・ハーバーの基準として導入され

ているところ，垂直的制限行為の是非を判断するに当たっても，行為者の市場シ

ェアのみを考慮するのではなく，市場全体の状況を見て判断するのはどうか。 

○ 市場における順位は変動性が高いという点に鑑みると，セーフ・ハーバーの基

準としては市場シェア基準のみでよいのではないか。 

○ 事業者からすると，自社の市場シェアを厳密に算出しようとすれば，分母とな

る市場規模を工業統計や商業統計から引用することとなるが，商業統計は毎年実

施されないことを踏まえると，恒常的に自社の厳密な市場シェアを把握すること

は難しい。その意味では，把握することが比較的容易な，市場における順位をセ

ーフ・ハーバーの基準とすることには意味があるのではないか。 

 

海外（ＥＵ）におけるセーフ・ハーバーを参照することについて 

 

【各会員からの意見】 

○ ＥＵにはいくつか「セーフ・ハーバー」と呼ぶことのできる制度があり，その

うち，一括適用免除規則によるセーフ・ハーバーは，ＥＵ機能条約第１０１条第

１項に該当するような垂直的協定について，一定の要件を満たした場合に，ＥＵ

機能条約第１０１条第３項の要件を満たしたものとして合法の推定を与えるとい

うものであるのに対し，デミニマス告示におけるセーフ・ハーバーは，小規模な

事業者による協定について，一定の要件を満たす場合にはそもそも「感知し得る

競争制限」とみなさず，ＥＵ競争法の対象から外すものであるとの違いがある。

流通・取引慣行ガイドラインにおける自由競争減殺の考え方というのは，デミニ

マス告示でいうところの「感知し得る競争制限」に近いとも考えられるため，Ｅ

Ｕの例を参考にするのであれば，一括適用免除規則におけるセーフ・ハーバーで

はなく，デミニマス告示におけるセーフ・ハーバーを参考するのも一案であろ

う。 

○ ＥＵにおいては，「agreement」の解釈として，メーカーが強制力をもって流通

業者を一方的に拘束する場合であっても，多くの場合，「黙従の合意」として
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「agreement」の一つに整理される。この点，我が国においても，例えば，拘束条

件付取引について，「拘束条件を付して取引する」という広義の「agreement」が

存在すると捉えており，「agreement」について，ＥＵと比較的近い捉え方をして

いる。他方，米国においては，「agreement」の法理は一応存在するものの，単独

の取引拒絶だけで取引を打ち切った場合には，取引拒絶に関する例外的なケース

として，適法とする特殊な法制度となっており，我が国やＥＵとは異なる立て付

けになっている。 

また，ＥＵにおいては，セーフ・ハーバーに該当する場合であっても事後的に

撤回することが可能であるところ，流通・取引慣行ガイドラインとはセーフ・ハ

ーバーの性質がそもそも異なるため，こうした制度的な違いには留意する必要が

ある。 

さらに，デミニマス告示について補足すると，同告示では，市場シェア１５％

を垂直的制限行為におけるセーフ・ハーバーとしているが，累積シェアが３０％

以上になる場合には，セーフ・ハーバーが５％に下がる立て付けになっていると

ころ，事後的にセーフ・ハーバーが変動するという点で，流通・取引慣行ガイド

ラインとは異なっている。 

 

セーフ・ハーバーの市場シェア基準の水準や対象行為類型について 

 

【各会員からの意見】 

○ セーフ・ハーバーの具体的な基準を検討するに当たっては，例えば，累積的効

果を勘案し事後的にセーフ・ハーバーが撤回され得るといった，ＥＵのような例

外的な取扱いを行うのか否かという点をはっきりさせる必要がある。そして，こ

れらの例外的な取扱いについての検討と併せてセーフ・ハーバーの具体的な基準

を検討すべきである。 

○ 現在の家電業界における流通実態を踏まえると，現行のセーフ・ハーバー基準

を緩和し，メーカーによる垂直的制限行為が認められる余地を広げてほしい。 

具体的には，市場シェアをＥＵ並みの３０％に引き上げ，順位基準を不問とす

べきである。また，セーフ・ハーバーが認められる行為を，流通業者の取引先に

関する制限や小売業者の販売方法に関する制限も含めた非価格制限行為全般に拡

大するほか，流通業者の取引先に関する制限の一つである安売り業者への販売禁

止及び小売業者の販売方法に関する制限の一つである広告・表示方法の制限につ

いては，セーフ・ハーバーに該当しない場合であっても，価格維持のおそれがな

ければ違法にならないことを明記してほしい。 

○ セーフ・ハーバーの立て付けとして，現在は，セーフ・ハーバーに合致するか

否かという１つの基準しかないが，企業結合ガイドラインにおいて「競争を実質

的に制限することとなるとは通常考えられない」とされる基準と，「競争を実質

的に制限することとなるおそれは小さいと通常考えられる」とされる基準の２段

構えの基準が採用されているように，複数の基準を設けることも，事業者の予測

可能性に資するという観点からは，あり得るのではないか。 
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○ 現行の流通・取引慣行ガイドラインの市場シェア基準を引き上げること自体

は，会員の総意であると考えられる。 

セーフ・ハーバーの市場シェアの水準については，公正取引委員会が所管する

他のガイドラインと整合性をとるべきである。流通・取引慣行ガイドラインは独

占禁止法第１９条に関するガイドラインなのだから，同じ独占禁止法第１９条に

関する他のガイドラインと基準が異なることは問題である。そうすると，整合性

の観点からは，独占禁止法第１９条のガイドラインである知的財産ガイドライン

のセーフ・ハーバーの水準を踏まえ，少なくとも２０％までは引き上げることが

妥当だと考えられる。 

○ 相談事例集では，市場シェアが２０％程度の事業者が行う非価格制限行為を独

占禁止法上問題となるおそれがあるとした事例がある。また，市場の画定の仕方

によっては，単一ブランドで市場が成立したり，ある程度のカテゴリで市場が成

立することがある点を踏まえると，市場シェア基準としては２０％が限界ではな

いかと考えられる。 

 

累積的効果を考慮することについて 

 

【各会員からの意見】 

○ 垂直的制限行為を行う事業者の市場シェアが低い場合であっても，他の事業者

が同時並行的に垂直的制限行為を行い，例えば，その累積シェアが８０％を超え

るような場合には市場閉鎖効果が大きいと考えられることから，一定の場合には

累積的効果を考慮すべきである。 

○ セーフ・ハーバーは，事業者が安心感を持って事業活動を行うための基準であ

ると考えられるところ，累積的効果の考え方を導入すると，セーフ・ハーバーに

該当する場合であっても，事後的にセーフ・ハーバーを撤回される可能性があ

り，また，他の事業者の市場シェアを把握できない場合もあるため，事業者に不

安感を与えることになってしまう。他方で，市場シェアの低い事業者が横並びで

同様の行為を行った結果，多数の流通経路が閉鎖されるといった特殊な事案に対

応するためには，累積的効果を考慮することに一定の意味がある。 

ただし，先ほども申し上げたとおり，ＥＵにおいては，セーフ・ハーバーに該

当する場合であっても事後的に撤回することが可能な制度となっているところ，

流通・取引慣行ガイドラインとはセーフ・ハーバーの性質がそもそも異なるた

め，こうした制度的な違いには留意する必要がある。 

 

「市場」の考え方を明確化することについて 

 

【各会員からの意見】 

○ 市場画定については，単一のブランドで市場を画定できる場合と,ある程度広い

カテゴリーで市場が画定される場合があるところ,市場をどのように捉えるのかと

いう点についてガイドラインに追記すべきではないか。 
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○ 流通分野においては，一定の市場を確定的に捉えるということ自体が難しくな

ってきているのではないか。 

○ 差別化された製品の市場の場合には，市場画定が非常に難しい。この点，市場

画定の方法によっては，狭い市場が画定され，市場シェアが高く算出された結

果，事業者の予想に反してセーフ・ハーバーの対象から外れることもあり得る。

ＥＵの垂直的制限規制においては SSNIP テストが用いられているが，SSNIP テスト

を用いる場合であっても，差別化された製品の市場を画定することは，実際には

非常に難しいだろう。いずれにせよ，市場をどのように画定するのかという点に

ついては，様々な議論があるところであり，簡単に結論を出すことは極めて難し

いと考えられる。 

 

流通業者による垂直的制限行為の取扱いについて 

 

【各会員からの意見】 

○ 流通業者による垂直的制限行為について考え方を盛り込む場合には，優越的地

位の濫用という日本独自の観点から捉えるのではなく，自由競争減殺の観点から

捉える方が対外的に説明しやすいと考えられる。また，流通業者がメーカーに対

して行う垂直的制限行為の中には，優越的地位の濫用ほど強制性がないものも多

いため，そうした行為についても射程に収められるような記載振りにしておく方

がよいと考えられる。いずれにせよ，セーフ・ハーバーに購入者基準を導入する

か否かなど，流通業者による垂直的制限行為については，全体見直しの際に考え

方を整理することになるのではないか。 

 

その他 

 

【各会員からの意見】 

○ 垂直的制限行為に関する経済分析については，現状，理論的分析はそれなりに

あるが，実証的分析はまだまだ数が少なく，またその分析結果も異なっており，

発展途上の状況にある。また，「『合理の原則を適用するに当たってどのような

手順が必要か』という点を経済学の領域から分析しなければならない」と主張す

る論文はここ２年間で現れ始めているが，具体的な研究はほとんど行われていな

いのが実情である。 

○ 家電業界からの要望書では，「安売り業者への販売禁止」について，価格維持

のおそれがない場合には違法でないことを明記するよう求めているが，そもそ

も，安売り業者への販売を禁止して，価格維持効果がない場合というのは想定し

にくいのではないか。 

 

以上 


